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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分散粒子と水性媒体との分散体で構成された蓄冷剤が袋内に封入された冷却材であって
、前記分散体が、融点２５～３５℃を有する疎水性脂肪族化合物の分散粒子と、この粒子
が分散する水性媒体とで構成されており、かつ前記袋が熱伝導率２００Ｗ／ｍ℃以上の高
熱伝導性材料で構成されている冷却材。
【請求項２】
　疎水性脂肪族化合物がオクタデカンである請求項１記載の冷却剤。
【請求項３】
　平均粒子径１～３００μｍの分散粒子が濃度１０～９０重量％で水中に分散している請
求項１記載の冷却材。
【請求項４】
　分散体が分散剤を含み、分散粒子のエマルジョンを形成している請求項１記載の冷却材
。
【請求項５】
　分散粒子が高分子膜で被覆され、カプセルを形成している請求項１記載の冷却材。
【請求項６】
　分散粒子が、疎水性脂肪族化合物と、この脂肪族化合物を含浸する吸油性樹脂とで構成
されている請求項１記載の冷却材。
【請求項７】
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　分散粒子が、さらに繊維状又は粉粒状の高熱伝導性材料であって、熱伝導率が２００Ｗ
／ｍ℃以上の高熱伝導性材料を含む請求項１記載の冷却材。
【請求項８】
　高熱伝導性材料が、金属及び炭素材から選択された少なくとも一種である請求項７記載
の冷却材。
【請求項９】
　分散粒子が、疎水性脂肪族化合物１００重量部に対して、０．０１～２０重量部の高熱
伝導性材料を含む請求項７記載の冷却材。
【請求項１０】
　被冷却体を直接又は間接的に冷却するために用いる請求項１記載の冷却材。
【請求項１１】
　請求項１記載の冷却材を用いて被冷却体を冷却する方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、冷却しても全体が凍結して固化することがなく、使用開始時から使用終了時ま
で柔軟で使用感に優れ、冷凍庫等の低温冷却装置を用いることなく繰り返し使用できる冷
却材に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、発熱時の冷却用や安眠用として、塩化ビニル樹脂やポリプロピレン系樹脂などで形
成された袋状成形体中に蓄冷剤を収納した冷却材が使用されている。この蓄冷剤として、
過去には氷が使用されていたが、氷は硬く柔軟性がないため、人体に適用すると使用感を
損なったり、湾曲面や凹凸面を有する被冷却体との間に間隙が生じやすいため、冷却効率
も低下する。
【０００３】
そこで、水を吸水性樹脂に含浸させたゼリー状蓄冷剤を袋状成形体内に収容した冷却材ま
たは冷却枕が提案されている（例えば、特開昭５９－４９４７６号公報、特開平１－２８
９８８９号公報、特開平８－３０８７０４号公報、特開平８－２８７３１号公報、実開平
５－５８３８号公報など）。これらの文献に記載されている蓄冷剤は、水が吸水性のポリ
マーに含浸され、ゼリー状の形態であるため、弾力性を有し、使用感に優れている。
【０００４】
しかし、これらの冷却材では、蓄熱剤が水であるため、使用するためには冷凍庫で蓄冷剤
を蓄冷する必要があり、冷凍庫がなければ使用できない。また、前記蓄冷剤では水が吸水
性樹脂に保持されているため、水の凍結が抑制されており、冷却材を使用するためには冷
凍庫で長時間に亘り冷却する必要がある。
【０００５】
特開２０００－２４１０９０号公報には、水性媒体とともに蓄熱槽に充填されて用いられ
る蓄熱剤であって、蓄熱性を有する油性物質を流動性を失った状態で保持し、かつ表面が
吸水性を有する平均粒子径３５０μｍ以上の重合体からなる蓄熱剤が開示されている。こ
の文献には、油性物質の存在下、油性物質と反応し、かつ前記重合体に吸水性を付与する
単量体成分を合一促進法により水性溶媒中で重合することが記載されている。また、前記
油性物質として、パルミチン酸、ステアリン酸などの脂肪酸類、ステアリン酸ブチルなど
の脂肪酸エステル類、デシルアルコール、ドデシルアルコールなどのアルコール類、テト
ラデカン、ペンタデカン、ヘキサデカンなどのパラフィン類が記載されている。しかし、
この蓄熱剤を得るためには、油性物質と単量体成分とを懸濁重合する必要があるとともに
、合一を促進するため合一促進剤を添加する必要がある。さらに、蓄熱剤の粒子径が比較
的大きいため、水性媒体中で沈降しやすくなる。特に、流動性を失った状態（例えば、充
填状態）で蓄熱剤粒子を用いる必要があるため、蓄熱剤の用途が制限され、被冷却体を高
い接触効率で冷却できない場合がある。
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【０００６】
一方、近年の温暖化、舗装路などの照り返し、冷房の多用などの影響で、特に夏場の気温
が異常に高温になることもめずらしくなく、人間のみならず、犬や猫などのペット類も体
力が消耗し、生命の危険に曝される場合も多い。例えば、夏場の炎天下では、車中やベビ
ーカーでも温度が高くなり、さらに建設現場等の作業員やオートバイの運転手が着用する
ヘルメットの内部でも温度や湿度が高くなる。このような用途においては、簡便に快適な
使用感が得られる冷却材の開発が望まれている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、蓄熱及び放熱性が高く、蓄熱状態および放熱状態のいずれの状
態でも高い柔軟性を維持できる冷却材を提供することにある。
【０００８】
本発明の他の目的は、５℃程度の冷蔵庫（例えば、家庭用冷蔵庫）を用いたり、単に室内
に放置するだけでも比較的短時間内で冷却して蓄熱でき、高い使用感及び取扱い性で繰り
返し使用できる冷却材を提供することにある。
【０００９】
本発明のさらに他の目的は、被冷却体との高い密着性を維持しつつ効率よく冷却できる冷
却材を提供することにある。
【００１０】
本発明の別の目的は、冷却に要する時間を短縮できるとともに、長時間に亘り、冷却効果
を持続できる冷却材を提供することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、前記課題を達成するため鋭意検討した結果、特定の融点を有する有機化合
物（疎水性化合物）を水に分散して分散体を構成すると、蓄熱状態でも高い柔軟性を保持
するとともに、高い蓄熱性及び放熱性が得られることを見いだし、本発明を完成した。
【００１２】
すなわち、本発明の冷却材は、分散粒子と水性媒体との分散体で構成された蓄冷剤が袋内
に封入された冷却材であって、前記分散体が、約５～３５℃の融点を有する疎水性脂肪族
化合物の分散粒子と、この粒子が分散する水性媒体とで構成されている。前記疎水性脂肪
族化合物の融点は、２５～３５℃程度であってもよい。この冷却材において、疎水性脂肪
族化合物は、非水溶性又は疎水性化合物、例えば、炭素数１４～２２（例えば、炭素数１
４～１８）程度の直鎖状アルカンで構成してもよい。また、分散体において、平均粒子径
１～３００μｍ程度の分散粒子が濃度１０～９０重量％で水中に分散していてもよい。さ
らに、分散体は分散剤を含み、分散粒子のエマルジョンを形成していてもよく、分散粒子
が高分子膜で被覆され、カプセルを形成していてもよい。さらに、分散粒子は、有機化合
物と、この有機化合物を含浸する吸油性樹脂とで構成してもよく、ビーズ状粒子を形成し
てもよい。
【００１３】
前記冷却材において、分散粒子は、さらに繊維状又は粉粒状の高熱伝導性材料を含んでも
よい。前記高熱伝導性材料の熱伝導率は、２００Ｗ／ｍ℃以上であってもよい。また、前
記高熱伝導性材料は、金属又は炭素材で構成されていてもよい。前記分散粒子は、疎水性
脂肪族化合物１００重量部に対して、０．１～５重量部程度の高熱伝導性材料を含んでい
てもよい。
【００１４】
前記蓄冷剤を封入するための袋は、樹脂又は熱伝導性材料で構成されていてもよい。
【００１５】
本発明の冷却材は、被冷却体を直接又は間接的に冷却するために用いることができる。
【００１６】
本発明には、前記冷却材を用いて被冷却体を冷却する方法も含まれる。
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【００１７】
本発明には、前記冷却材の使用方法、例えば、前記冷却材を非氷結温度（又は非固化状態
）で冷却して蓄熱し、被冷却部に適用する冷却材の使用方法も開示する。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下に、必要により添付図面を参照しつつ本発明を詳細に説明する。図１は本発明の冷却
材の一例を示す概略断面図である。
【００１９】
この例では、冷却材１は、蓄冷剤を構成する分散体２（水性分散体）と、この分散体を封
入するための可撓性袋体５とで構成されており、前記分散体２は、蓄冷剤としての分散粒
子３と、この粒子が分散する水性媒体（特に水）４とで構成されている。
【００２０】
前記分散粒子は、融点が約５～３５℃（好ましくは５～３０℃、さらに好ましくは５～２
５℃、特に５～２０℃程度）を有する種々の脂肪族化合物（非水溶性又は疎水性化合物）
が使用できる。前記脂肪族化合物の融点は、通常、１０～３５℃、好ましくは１５～３５
℃、さらに好ましくは２５～３５℃程度であってもよい。このような融点を有する化合物
を蓄冷剤として用いると、家庭用冷蔵庫の庫内温度（例えば、３～７℃程度、特に５℃程
度）や、室温（１５～２５℃程度）であっても分散体の前記分散粒子を凍結でき、冷却材
の柔軟性を損なうことがない。
【００２１】
すなわち、このような冷却材では、蓄冷状態で分散粒子が固化しても、分散粒子が水性媒
体に分散されているため、全体としては流動性を有するスラリー状態である。そのため、
蓄冷剤が蓄冷状態（固化状態）であっても放冷状態（液化状態）であってもスラリー状態
を維持でき、冷却材の固さを常に一定の柔軟性に保持でき、冷却材の使用感を高めること
ができる。また、冷却材と被冷却体との密着性を向上でき、被冷却体の冷却効率も改善で
きる。
【００２２】
前記脂肪族化合物としては、化学的に安定な物質が使用され、通常、融解潜熱が高く、明
瞭な融点を示す種々の疎水性化合物又は非水溶性化合物が使用できる。疎水性脂肪族化合
物としては、例えば、アルカン類又は炭化水素類（テトラデカン、ペンタデカン、ヘキサ
デカン、ヘプタデカン、オクタデカン、ノナデカン、エイコサンなどの直鎖状Ｃ14-20ア
ルカン類（ｎ－Ｃ14-20アルカン類）、イソパラフィンなどの分岐鎖状アルカン類など）
、高級脂肪酸類［飽和Ｃ7-11アルカンカルボン酸類（カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリ
ン酸、ウンデシル酸など）、不飽和Ｃ18-22高級脂肪酸類（オレイン酸、エルカ酸など）
、高級脂肪酸塩など］、高級脂肪酸エステル類［Ｃ12-20アルカンカルボン酸Ｃ1-3アルキ
ルエステル類（ラウリン酸メチル、ミリスチン酸メチル、パルミチン酸メチル、ミリスチ
ン酸エチル、パルミチン酸エチル、ステアリン酸エチルなど）、グリセリン脂肪酸エステ
ル類、例えば、モノＣ8-10脂肪酸グリセリンエステル類（モノカプリンなど）、トリＣ10

-14脂肪酸グリセリンエステル類（トリカプリン、トリラウリン、トリミリスチンなど）
、ポリグリセリンＣ10-20高級脂肪酸エステル類など］、高級脂肪酸アミド類（カプロン
酸Ｎ－メチルアミドなど）、高級アルコール類（デシルアルコール、ラウリルアルコール
などのＣ10-12アルキルアルコール類など）、ワックス類などが例示できる。
【００２３】
これらの化合物は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。これらの化合物のうち、
明瞭な融点を示す油脂状又はワックス状化合物、例えば、アルカン類又は炭化水素類、高
級脂肪酸や高級脂肪酸エステル類など、特に炭素数１４～２２（例えば、１４～１８）程
度の直鎖状アルカン類が繁用される。
【００２４】
分散粒子の形態は特に制限されず、前記脂肪族化合物単独の粒子であってもよく、分散性
や安定性などが改善された粒子（例えば、分散体において所定の粒子径に維持するための
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処理が施された粒子）であってもよい。例えば、分散剤により分散粒子のエマルジョンを
形成し、分散粒子を安定化させてもよい。分散剤の種類は特に制限されず、種々の界面活
性剤や高分子分散剤（保護コロイドなど）が使用できる。界面活性剤としては、例えば、
アニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤
が使用できる。
【００２５】
アニオン性界面活性剤としては、脂肪酸石けん（例えば、ラウリン酸ナトリウムなど）、
スルホン酸塩又は硫酸塩［例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩（例えば、ラウリルベ
ンゼンスルホン酸ナトリウムなど）、アルキルナフタレンスルホン酸塩、アリールスルホ
ン酸塩（ベンゼンスルホン酸ナトリウム、ナフタレンスルホン酸ナトリウム、ナフタレン
スルホン酸ナトリウムのホルムアルデヒド重縮合物など）、α－オレフィンスルホン酸ナ
トリウム、アルカンスルホン酸塩又は硫酸塩（例えば、ラウリルスルホン酸ナトリウム、
ドデシル硫酸ナトリウムなど］、リン酸塩［ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸
塩（例えば、ポリオキシエチレンラウリルエーテルリン酸など）、ポリオキシエチレンア
ルキルフェニルエーテルリン酸塩（例えば、ポリオキシエチレンラウリルフェニルエーテ
ルリン酸など）、アルキルリン酸塩（例えば、モノラウリルリン酸ナトリウム、ジラウリ
ルリン酸ナトリウムなど）などが例示できる。なお、アニオン性界面活性剤において、塩
としては、アンモニア、アミン（例えば、アミン、エタノールアミンなどのアルカノール
アミン等）、アルカリ金属（例えば、ナトリウム、カリウムなど）との塩が挙げられる。
【００２６】
ノニオン性界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル［例えば
、ポリオキシエチレンオクチルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテルなど］、
ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル［例えば、ポリオキシエチレンオクチルフ
ェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテルなど］、ポリオキシエチレ
ン－ポリオキシプロピレンブロック共重合体、ポリオキシエチレン多価アルコール脂肪酸
エステル［例えば、ポリオキシエチレングリセリンステアリン酸エステル、ポリオキシエ
チレングリセリンオレイン酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタンステアリン酸エス
テル、ポリオキシエチレンショ糖脂肪酸エステルなど］、ポリオキシエチレンヒマシ油及
びポリオキシエチレン硬化ヒマシ油、多価アルコール脂肪酸エステル［（ポリ）グリセリ
ン、ペンタエリスリトール、ソルビタン、ショ糖などの多価アルコールと高級脂肪酸との
エステル］、ポリオキシエチレンアルキルアミン（例えば、ポリオキシエチレンラウリル
アミンなど）、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド（例えば、ポリオキシエチレンステアリ
ン酸アミドなど）、脂肪酸アルカノールアミド（例えば、Ｎ，Ｎ－ジエタノールステアリ
ン酸アミドなど）などが例示できる。なお、前記ノニオン性界面活性剤において、エチレ
ンオキシドの平均付加モル数は、１～３５モル、好ましくは２～３０モル、さらに好まし
くは５～２０モル程度である。
【００２７】
カチオン性界面活性剤としては、テトラアルキルアンモニウム塩（例えば、ラウリルトリ
メチルアンモニウムクロライド、ジオクタデシルジメチルアンモニウムクロライドなど）
、トリアルキルベンジルアンモニウム塩（例えば、セチルベンジルジメチルアンモニウム
クロライド（塩化ベンザルコニウム塩）など）、塩化ベンゼトニウム、アルキルピリジニ
ウム塩（例えば、セチルピリジニウムブロマイドなどのＣ8-24アルキルピリジニウム塩な
ど）などが挙げられる。
【００２８】
両性界面活性剤としては、アルキルベタイン（例えば、ジメチルラウリルカルボキシベタ
インなどのＣ8-24アルキル基を有するベタインなど）、アルキルイミダゾリウムベタイン
（例えば、ラウリルイミダゾリウムベタインなどのＣ8-24アルキルイミダゾリウムベタイ
ンなど）などが挙げられる。
【００２９】
これらの界面活性剤は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。例えば、アニオン性
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界面活性剤とノニオン性界面活性剤とを組み合わせて使用してもよい。界面活性剤のＨＬ
Ｂ値は、２～３０、好ましくは５～２０、さらに好ましくは５～１５程度である。なお、
ＨＬＢ値は、複数の界面活性剤を用いて調整してもよい。
【００３０】
高分子分散剤としては、例えば、ポリビニルアルコール、オキシエチレン単位を有する重
合体（ポリオキシエチレン、ポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレンブロック共重合
体など）、カルボキシル基含有高分子（ポリアクリル酸ナトリウムなどのポリアクリル酸
塩、スチレン－無水マレイン酸共重合体の塩、カルボキシメチルセルロースナトリウムな
ど）、ポリアクリルアミドなどが例示できる。これらの高分子分散剤も単独で又は二種以
上組み合わせて使用できる。さらに、高分子分散剤は前記界面活性剤と組み合わせて使用
してもよい。
【００３１】
分散剤の使用量は、分散粒子の分散安定性を損なわない範囲であればよく、例えば、分散
粒子１００重量部に対して０．０１～２０重量部、好ましくは０．１～１５重量部、さら
に好ましくは０．５～１０重量部程度の範囲から選択してもよい。
【００３２】
また、高分子膜で被覆又は封入することにより分散粒子をカプセル化してもよい。高分子
膜の種類は特に制限されず、種々の高分子、例えば、熱硬化性樹脂（メラミン系樹脂、ポ
リウレタン系樹脂、ビスフェノールＡ型などのエポキシ系樹脂、エポキシ（メタ）アクリ
レートなどのビニルエステル系樹脂など）、熱可塑性樹脂（塩化ビニルや酢酸ビニルなど
を用いたビニル系樹脂、アクリル系樹脂、スチレン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリア
ミド系樹脂、ポリウレタン樹脂など）などが使用できる。
【００３３】
カプセル化には、慣用の方法が採用でき、例えば、液中硬化被覆法、オリフィス法、相分
離法、噴霧乾燥法などが利用できる。例えば、分散粒子を構成する疎水性脂肪族化合物と
ともに重合性単量体を重合することによりカプセル化し、核として前記有機化合物を含む
分散粒子を生成させてもよい。重合性単量体としては、例えば、ビニルエステル系単量体
（酢酸ビニル、ラウリン酸ビニルなどのカルボン酸ビニルなど）、（メタ）アクリル系単
量体（（メタ）アクリル酸；（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（
メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸
ステアリルなどの（メタ）アクリル酸Ｃ1-20アルキルエステル類；ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなどの（メタ）アクリル酸
ヒドロキシアルキル；（メタ）アクリル酸グリシジル；（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジア
ルキルアミノエステル；（メタ）アクリルアミド；（メタ）アクリロニトリルなど）、重
合性不飽和多価カルボン酸又はそのエステル（マレイン酸、フマル酸、マレイン酸モノ又
はジアルキルエステル、フマル酸モノ又はジアルキルエステルなど）、スチレン系単量体
（スチレン、ビニルトルエン、スチレンスルホン酸又はその塩など）などが例示できる。
これらの重合性単量体は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。例えば、（メタ）
アクリル系単量体とスチレン系単量体とを組み合わせて用いてもよく、親水性単量体［例
えば、（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキルや、（メタ）アクリル酸、マレイン酸やフ
マル酸などの解離性カルボキシル基含有単量体など］を用い、分散粒子の分散安定性を改
善してもよい。
【００３４】
なお、高分子膜の特性（強度や柔軟性など）を調整するため、複数の重合性基を有する多
官能性単量体を併用してもよい。このような多官能性単量体としては、ジビニルベンゼン
、アルキレングリコールジ（メタ）アクリレート［エチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールルジ（メタ）
アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレートなど］、（ポリ）オキシ
アルキレングリコールジ（メタ）アクリレート［ジエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（
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メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレン
グリコールジ（メタ）アクリレートなど］、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレートなどが例示できる。これらの
単量体も単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。なお、多官能性単量体の使用量は
、例えば、前記重合性単量体の総量に対して０．１～１０重量％（例えば、０．１～５重
量％）程度の範囲から選択できる。
【００３５】
重合性単量体の使用量は、疎水性脂肪族化合物の蓄熱性を損なわない範囲で選択でき、例
えば、疎水性脂肪族化合物１００重量部に対して１～７５重量部、好ましくは５～５０重
量部、さらに好ましくは５～３０重量部程度である。
【００３６】
カプセル化において、分散粒子を核として重合性単量体を重合してもよく、疎水性脂肪族
化合物と重合性単量体とを含む混合物（単量体溶液又は分散液）を重合し、分散粒子を生
成させてもよい。さらに、重合性単量体は前記分散剤の存在下で重合してもよい。重合開
始剤は、水性媒体中で懸濁又は乳化重合する場合が多い。重合開始剤としては、重合形式
に応じて、慣用の化合物、例えば、非水溶性開始剤［ベンゾイルパーオキサイド、ラウロ
イルパーオキサイド、クメンパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイドなどの有機過
酸化物、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）な
どのアゾ化合物など］、水溶性開始剤［過硫酸塩、過酸化水素など］などを使用してもよ
い。重合は、慣用の方法、例えば、不活性ガス雰囲気中、２０～１２０℃程度の温度で行
うことができる。重合は、分散粒子を含む水性媒体に重合性単量体を一括又は間欠的（若
しくは連続的）に添加して行ってもよく、疎水性脂肪族化合物と重合性単量体とを含む混
合物（単量体溶液又は分散液）を水性媒体に一括又は間欠的（若しくは連続的）に添加し
て行ってもよい。
【００３７】
なお、カプセルにおいて分散粒子の形態は特に制限されず、例えば、カプセルで分散粒子
は単一の核を形成してもよく、分散粒子が独立して又は凝集してカプセル内で分散してい
てもよく、複数のカプセルは凝集又は会合していてもよい。
【００３８】
さらに、分散粒子は、疎水性脂肪族化合物と、この疎水性脂肪族化合物を含浸する吸油性
樹脂（吸油性樹脂粒子）とで構成してもよい。吸油性樹脂の種類は、前記脂肪族化合物を
含浸（吸収又は吸蔵）可能であれば特に制限されず、例えば、ポリプロピレン系樹脂、ア
クリル系樹脂、スチレン系樹脂、ウレタン系樹脂、シリコン系樹脂などが使用できる。吸
油性樹脂としては、架橋した樹脂、例えば、α－オレフィン（イソブチレン、スチレンな
ど）と無水マレイン酸と（メタ）アクリル酸エステル（ブチル（メタ）アクリレートなど
の（メタ）アクリル酸Ｃ1-18アルキルエステルなど）との共重合体を、酸無水物基を利用
して架橋剤（金属化合物などのイオン架橋剤、エポキシ化合物など）で架橋させた吸油性
樹脂（特開平７－１３３３８３号公報）、（メタ）アクリル酸エステルと２以上の（メタ
）アクリロイル基を有する多官能性（メタ）アクリレートとの重合体（特開平５－１７５
３７号公報）、商品名「ノーソレックス」（日本ゼオン（株）製）なども使用できる。こ
れらの吸油性樹脂は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００３９】
吸油性樹脂の使用量は、吸油性樹脂の吸油量に応じて、疎水性脂肪族化合物の蓄熱性及び
放熱性を損なわない範囲で選択でき、例えば、疎水性脂肪族化合物１００重量部に対して
１～１００重量部、好ましくは３～５０重量部、さらに好ましくは５～３０重量部程度で
ある。
【００４０】
吸油性樹脂は粉粒体（ビーズ状粒子も含む）として使用できる。疎水性脂肪族化合物を含
有する吸油性樹脂粒子は、疎水性脂肪族化合物と吸油性樹脂粒子とを接触させ、吸油性樹
脂に疎水性脂肪族化合物を含浸又は吸収させることにより得ることができる。疎水性脂肪
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族化合物の含浸又は吸収は、必要により水性媒体中で行ってもよく、加温又は加熱（例え
ば、５０～１２０℃程度）下で行ってもよい。
【００４１】
蓄熱剤を構成する分散粒子の大きさは特に限定されないが、大きすぎると固化した蓄熱剤
により使用感を損なうことがあり、また小さすぎると、蓄熱剤が過冷却現象を発生し、所
定の温度で凝固せず、過度に冷却しないと固化しなくなるため取扱性を損なう場合がある
。そのため、分散粒子の平均粒子径は、１～３００μｍ、好ましくは１～２５０μｍ、さ
らに好ましくは２～１００μｍ（例えば、３～５０μｍ）程度であってもよい。このよう
な粒径に分散粒子（蓄冷剤）を調製すると、蓄冷剤を冷却により固化させるために必要な
時間を短縮でき、短時間で蓄熱又は冷却して使用できる。
【００４２】
図２は、本発明の冷却材の他の例を示す概略断面図である。この例では、図１の例と同様
に、冷却材１１は、蓄冷剤を構成する分散体１２（水性分散体）と、この分散体を封入す
るための可撓性袋体１５とで構成されており、前記分散体１２は、蓄冷剤としての分散粒
子１３と、この粒子が分散する水性媒体１４とで構成されている。特にこの例では、分散
粒子１３は、繊維状の高熱伝導性材料１６を含んでいる。
【００４３】
高熱伝導性材料（熱伝導性を向上可能な添加物）を分散粒子に含有させることにより、分
散粒子間及び分散粒子内の熱伝導性が向上し、冷却材の冷却（再利用するための冷却など
）に要する時間を短縮できる。
【００４４】
高熱伝導性材料の熱伝導率は、例えば、２００Ｗ／ｍ℃以上（例えば、２００～３００Ｗ
／ｍ℃）、好ましくは２１０～２８０Ｗ／ｍ℃程度であってもよい。
【００４５】
前記高熱伝導性材料としては、熱伝導性を向上可能な種々の材料、例えば、金属材料［ア
ルミニウム、銅、アルミニウム基合金（Ａｌ－Ｍｎ系合金、Ａｌ－Ｍｇ系合金、Ａｌ－Ｍ
ｇ－Ｓｉ系合金など）、銅基合金（Ｃｕ－Ｚｎ系合金、Ｃｕ－Ｓｎ系合金、Ｃｕ－Ｎｉ系
合金など）など］、及び炭素材などが挙げられる。
【００４６】
前記炭素材としては、黒鉛や、鉱物系炭素材（ピッチ系炭素材など）、植物や樹脂などを
原料とする炭素材などが挙げられる。炭素材は、必要により、賦活化処理し、活性炭素材
（活性炭など）として用いてもよい。
【００４７】
前記高熱伝導性材料は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００４８】
高熱伝導性材料の形状は、特に制限されず、繊維状又は粉粒状などであってもよい。粉粒
状材料としては、例えば、金属粒子又は粉末（金属アルミニウム粉末、銅粉末など）、粒
子状炭素材（粉末活性炭、造粒活性炭などの活性炭など）が挙げられる。また、粉粒状材
料には、アルミニウムメッシュ破片、銅メッシュ破片などの高熱伝導性メッシュの破砕物
も含まれる。また、繊維状材料としては、金属繊維（アルミニウム線、銅線などの金属線
；アルミニウム繊維、銅繊維などの金属繊維など）、炭素繊維（ピッチ系炭素繊維などの
鉱物系炭素繊維など）が例示できる。
【００４９】
高熱伝導性材料は、分散粒子に保持されている限り、特に制限されず、分散粒子内に内包
されていてもよく、分散粒子から突出又は延出していてもよい。
【００５０】
高熱伝導性材料のサイズは、特に制限されず、最長部分（最大粒子径又は最大繊維長）が
、０．１～２００μｍ、好ましくは１～１５０μｍ、さらに好ましくは５～１００μｍ（
例えば１０～１００μｍ）程度の範囲から選択できる。なお、非繊維状（粉粒状）材料の
場合、平均粒子径は、例えば、０．０１～１００μｍ、好ましくは０．０１～５０μｍ、
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さらに好ましくは０．０５～１０μｍ（例えば、０．１～５μｍ）程度であってもよい。
繊維状材料の場合、平均繊維径は、特に制限されず、０．０１～５０μｍ、好ましくは０
．０５～２０μｍ、さらに好ましくは０．１～１０μｍ程度であってもよい。
【００５１】
高熱伝導性材料の割合は、分散粒子を構成する疎水性脂肪族化合物１００重量部に対して
、０．０１～２０重量部、好ましくは０．０１～１０重量部、さらに好ましくは０．０５
～５重量部、特に、０．１～３重量部（例えば、１～２重量部）程度である。前記割合が
、少な過ぎると熱伝導性の向上効果が不十分となる虞があり、多過ぎると、冷却材全体に
占める疎水性脂肪族化合物の割合が小さくなり、蓄冷量が低下する虞がある。
【００５２】
分散溶媒としての水性媒体は、水溶性溶媒（アルコール類、ケトン類、エーテル類、セロ
ソルブ類など）を含んでいてもよいが、通常、水で構成されている。
【００５３】
分散粒子の濃度は、蓄熱容量に応じて選択でき、例えば、分散体全体に対して１０～９０
重量％（例えば、２０～８０重量％）、好ましくは１５～８５重量％（例えば、１５～６
０重量％）、さらに好ましくは２０～７０重量％（例えば、２０～５０重量％）程度であ
ってもよい。なお、分散体（水性分散体）の形態は、乳化液、懸濁液であってもよく、ス
ラリーであってもよい。
【００５４】
なお、分散体は、必要により種々の添加剤、例えば、防腐剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤
、粘度調整剤、水の凍結防止剤などを含んでいてもよい。
【００５５】
前記分散体（又は蓄熱剤スラリーなど）を封入する袋体としては、種々の袋が利用できる
。袋体としては、通常、頭部の重量により破断しないだけの機械的強度を有し、低温での
耐脆化性、成形性や封止性（ヒートシール性など）などに優れる樹脂で形成された袋体が
使用される。このような樹脂としては、例えば、塩素系樹脂（軟質塩化ビニル系樹脂など
）、オレフィン系樹脂（ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂など）、シリコーン系樹
脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリウレタン系樹脂などが利用でき、袋体
は単一の樹脂に限らず、複数の樹脂の積層体で形成してもよい。また、前記袋体は、前記
樹脂のシートで形成された容器であってもよい。
【００５６】
被冷却体を効率よく冷却するため、分散体を封入するための袋体（又は容器）は、高熱伝
導性材料で構成してもよい。高熱伝導性材料の熱伝導率は、例えば、２００Ｗ／ｍ℃以上
（例えば、２００～３００Ｗ／ｍ℃程度）、好ましくは２１０～２８０Ｗ／ｍ℃程度あっ
てもよい。
【００５７】
袋体を構成する高熱伝導性材料としては、前記分散粒子に含まれる高熱伝導性材料と同様
の材料が例示でき、通常、アルミニウム、銅、これらの合金（前記例示のアルミニウム基
合金及び銅基合金など）などの金属で袋体を構成してもよい。
【００５８】
また、前記高熱伝導性材料を前記例示の樹脂製の袋体（又は袋体を形成するための樹脂シ
ート）に積層して用いてもよい。例えば、シート状の高熱伝導性材料（前記例示の金属の
箔；前記例示の金属の網状物（メッシュ）など）を袋体（又は袋体を形成するための樹脂
シート）にラミネートなどにより積層してもよく、種々の方法により袋体（又は袋体を形
成するための樹脂シート）を金属の層でコーティング又は蒸着することにより積層しても
よい。
【００５９】
このような高熱伝導性材料を、分散体を封入するための袋体（又は容器）として用いると
、被冷却体との接触により、被冷却体の熱を袋内の固体状の蓄冷剤全体に速やかに分散で
きるため、被冷却体に効率よく冷感を付与できる。また、固体状の蓄冷剤は、被冷却体か
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らの熱により融解し、その間、蓄冷剤の温度上昇が抑制されるため、冷却材表面の温度上
昇を長時間に亘り、抑制できる。また、このような袋体を用いると、被冷却体と接触して
いない部分又は接触していない場合には、効率よく放熱することもできる。このように、
高熱伝導性袋体による熱の分散効果及び放熱効果と、容器内に封入された相変化蓄冷剤の
冷却効果との相乗効果により、冷却効果を長時間に亘り維持できる。また、分散体を適宜
選択することにより、再使用に伴う冷却を室温程度の温度でも効率よく行うことができる
ため、繰り返し使用する場合であっても、煩雑な再冷却が不要である。また、このような
冷却材では、従来の水を用いる冷却材とは異なり、湿気を発生しないため、快適な使用感
を得ることもできる。
【００６０】
本発明では、蓄冷剤が前記分散体で構成されているため、袋体に封入して用いても、冷却
材自体の厚みを薄くすることができ、例えば、０．１～１０ｃｍ、好ましくは０．１～５
ｃｍ、さらに好ましくは０．５～３ｃｍ程度まで冷却材の厚みを薄くできるため、冷却シ
ートとして用いることもできる。このような冷却シートは、直接被冷却体に接触させて用
いてもよいが、間接的に被冷却体に接触させてもよい。例えば、冷却シートは、床材など
として用いてもよく、冷却シートは被冷却体と接着可能な可撓性部材（例えば、敷布など
）に積層させて用いてもよい。
【００６１】
本発明の冷却材は、冷凍庫などを利用して氷結温度（水性媒体の氷結温度）で凍結して使
用してもよいが、通常、冷却材を非氷結温度の非固化状態で冷却して蓄熱し、被冷却部に
直接又は間接的に適用することにより使用される。例えば、温度３～７℃程度の冷却手段
（冷蔵庫など）や、直射日光の当たらない室温（夏場で１８～２５℃、冬場で５～１８℃
）で効率よく冷却して蓄熱できるので、柔軟性を損なうことなく、被冷却部位に適用でき
る。そのため、冷却部位との高い接触効率で冷却でき、冷却効率を改善できる。
【００６２】
そのため、本発明の冷却材は、従来の冷凍庫よりも冷却温度の高い冷蔵庫で冷却して使用
することができ、病院などでの業務用としてだけでなく、一般家庭用としても手軽に使用
することができる。
【００６３】
本発明の冷却材は、被冷却体を直接又は間接的に冷却するのに用いることができる。例え
ば、夏場などにおいて暑さを和らげるため、装着具（例えば、ヘルメットや帽子など）の
内部、マット内部（例えば、ペット用マットの内部など）、壁材内部、シート内部（車椅
子、カーシート、ベビーカー、チャイルドシートなどのシートの座部や背中部など）、寝
具内部（ベットマットレスの内部など）などに配置してもよい。また、冷却材は、人や動
物の冷却のみならず、発熱機器（例えば、ノートパソコンなどのパソコン）の下に置き、
発熱機器からの発熱を効率良く吸収する吸熱マットなどとして配置してもよい。
【００６４】
【発明の効果】
本発明では、特定の融点を有する化合物を蓄熱剤とする分散体で冷却材を構成するため、
蓄熱及び放熱性が高く、蓄熱状態および放熱状態のいずれの状態でも高い柔軟性を維持で
きる。そのため、被冷却体との高い密着性を維持しつつ効率よく冷却できる。また、５℃
程度の冷蔵庫（例えば、家庭用冷蔵庫）を用いたり、蓄熱剤を適宜選択することにより、
通常の室内（２０℃又は１５～２５℃程度）中での放置により、比較的短時間内で冷却し
て蓄熱し、再利用できるため、比較的短時間の冷却で、繰り返し使用できる。さらに、高
い使用感及び取扱い性の双方の特性を改善できる。
【００６５】
また、分散体の分散粒子が熱伝導性材料を含む場合には、冷却に要する時間を短縮できる
。さらに、蓄冷剤を封入するための袋が、熱伝導性材料で形成されている場合には、長時
間に亘り、冷却効果を持続することができる。
【００６６】
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【実施例】
以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例によ
って限定されるものではない。
【００６７】
実施例１
ポリビニルアルコール０．１重量％水溶液１６０ｇにｎ－ペンタデカン４０ｇを添加して
、ホモジナイザーで攪拌することにより、平均粒径３～５μｍのエマルジョンを形成した
。これらの工程を繰り返して得られたエマルジョンを、厚さ２ｍｍの軟質ポリ塩化ビニル
シートで形成された袋（縦１５０ｍｍ、横２００ｍｍ、高さ４０ｍｍ）に充填し、ヒート
シールにて密封して冷却材を得た。
【００６８】
実施例２
ｎ－ペンタデカン４０ｇ、スチレン１０ｇ、重合開始剤（２，２－アゾビス（２，４－ジ
メチルバレロニトリル）０．８ｇを室温で５分攪拌混合し、混合物を調製した。
【００６９】
ポリビニルアルコール０．１重量％水溶液１６０ｇを攪拌（８０００ｒｐｍ）しながら前
記混合物の全量を添加して、乳化し、粒径３～５μｍのエマルジョンを形成した。このエ
マルジョンを、窒素ガス雰囲気中、攪拌条件下、６０℃で５時間保持し、重合した。生成
した分散体では、ｎ－ペンタデカンで構成された蓄熱部と、ポリスチレンで構成された被
覆層とでカプセルが形成されていると考えられる。
【００７０】
これらの工程を繰り返して得られた分散体（又はスラリー）を、厚さ２ｍｍのポリプロピ
レンシートで形成された袋（縦１５０ｍｍ、横２００ｍｍ、高さ４０ｍｍ）に充填し、ヒ
ートシールして密封し、冷却材を得た。
【００７１】
実施例３
メラミン粉末５ｇに３７％ホルムアルデヒド水溶液６．５ｇと水１０ｇを加え、ｐＨを８
に調整した後、約７０℃まで加熱し、メラミン－ホルムアルデヒド初期縮合物を得た。ｐ
Ｈを４．５に調整した５％のスチレン－無水マレイン酸共重合体のナトリウム塩水溶液１
００ｇ中に、疎水性脂肪族化合物（相変化を伴う有機化合物）としてｎ－ペンタデカン８
０ｇを激しく攪拌しながら添加し、平均粒径が５μｍになるまで乳化した。生成したエマ
ルジョンに前記メラミン－ホルムアルデヒド初期縮合物の全量を添加し、７０℃で２時間
攪拌した後、ｐＨを９に調整してカプセル化を終了した。
【００７２】
これらの工程を繰り返して得られた分散体（又はスラリー）を、厚さ２ｍｍのポリプロピ
レンシートで形成された袋（縦１５０ｍｍ、横２００ｍｍ、高さ４０ｍｍ）に充填し、ヒ
ートシールして密封し、冷却材を得た。
【００７３】
実施例４
吸油性樹脂粉末（ノーソレックス、日本ゼオン（株）製）５ｇを水に分散させ、分散液中
にｎ－ペンタデカン４０ｇを添加し、ホモジナイザーで攪拌することにより、粒径３～５
μｍのゼリー状ビーズスラリーを調製した。これらの工程を繰り返して得られたスラリー
を、厚さ２ｍｍのポリプロピレンシートで形成された袋（縦１５０ｍｍ、横２００ｍｍ、
高さ４０ｍｍ）に充填し、ヒートシールして密封し、冷却材を得た。
【００７４】
比較例１
水道水を、厚さ２ｍｍのポリプロピレンシートで形成された袋（縦１５０ｍｍ、横２００
ｍｍ、高さ４０ｍｍ）に充填し、ヒートシールして密封し、冷却材を得た。
【００７５】
実施例１～４及び比較例１で得られた冷却材の特性を以下の方法で調べた。すなわち、冷
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却材を家庭用冷蔵庫（東芝（株）製、「ＧＲ－３１６ＡＺＶＬ」）で１時間冷却し、冷却
材を冷蔵庫から取り出し、冷却材の温度を測定するため、冷却材表面にＴ型熱電対（直径
１ｍｍ，長さ５０ｃｍ）をビニールテープで貼着し、冷却材を４０℃の恒温室（アズワン
社製，「ＤＯ－４００Ａ」）内に保持し、冷却材の温度を測定した。冷却材の温度の経時
的変化を図３に示す。
【００７６】
図３より明らかなように、実施例１～４の冷却材は、第１区域において温度５℃からほぼ
一定の速度で上昇し、第２区域において１０～１１℃付近で温度上昇が抑制され所定期間
一定の温度を維持し、第３区域において再びほぼ一定の速度で温度が上昇する。このこと
から、第２区域では、冷却材内のｎ－ペンタデカンが蓄冷剤として作用し、固体状態から
液体状態に変化する過程での吸熱作用により、温度上昇が抑制されたものと考えられる。
このように、実施例１～４の冷却材は、冷蔵庫内で冷却することにより蓄冷剤として有効
に機能することが確認された。また、冷却材の柔軟性を手の感触で調べたところ、実施例
１～４の冷却材を冷蔵庫に１時間放置しても、蓄冷状態で柔軟であり、冷蔵庫で冷却する
前の柔軟性と殆ど差がなかった。
【００７７】
一方、比較例１では、実施例１～４での第２区域が発現せず、一定の速度で温度が上昇し
た。
【００７８】
実施例５
ｎ－ペンタデカンに代えて、ｎ－オクタデカンを用いる以外は実施例１と同様に操作を行
い、冷却材を得た。
【００７９】
実施例５及び比較例１で得られた冷却材の特性を以下の方法で調べた。すなわち、冷却材
を室温（１８℃）で２時間放置し、冷却材の温度を測定するため、冷却材表面にＴ型熱電
対（直径１ｍｍ，長さ５０ｃｍ）をビニールテープで貼着し、冷却材を４０℃の恒温室（
アズワン社製，「ＤＯ－４００Ａ」）内に保持し、冷却材の温度を測定した。冷却材の温
度の経時的変化を図４に示す。
【００８０】
図４より明らかなように、実施例５の冷却材は、第１区域において温度１８℃からほぼ一
定の速度で上昇し、第２区域において２９～３１℃付近で温度上昇が抑制され所定期間一
定の温度を維持し、第３区域において再びほぼ一定の速度で温度が上昇する。このことか
ら、第２区域では、冷却材内のｎ－オクタデカンが蓄冷剤として作用し、固体状態から液
体状態に変化する過程での吸熱作用により、温度上昇が抑制されたものと考えられる。こ
のように、実施例５の冷却材は、室温（１８℃程度）で放置することにより蓄冷剤として
有効に機能することが確認された。また、これらの冷却材の柔軟性を手の感触で調べたと
ころ、実施例５の冷却材を室温（１８℃）に２時間放置しても、蓄冷状態で柔軟であり、
放置する前の柔軟性と殆ど差がなかった。
【００８１】
実施例６
ｎ－ペンタデカン４０ｇに代えて、ｎ－ペンタデカン４０ｇに金属アルミニウム粉末（平
均粒子径５０μｍ）を表１に示す割合で添加、混合した混合物を用いる以外は、実施例１
と同様に操作を行い、冷却材を得た。
【００８２】
冷却材の温度を測定するため、冷却材表面にＴ型熱電対（直径１ｍｍ，長さ５０ｃｍ）を
ビニールテープで貼着し、冷却材を４０℃の恒温室（アズワン社製，「ＤＯ－４００Ａ」
）内に１０時間放置した。その後冷却材を５℃の恒温槽（アズワン社製，「ＤＯ－４００
Ａ」）内に移して、冷却材の温度を測定し、冷却材表面温度が６℃になるまでの時間を計
測した。
【００８３】
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疎水性脂肪族化合物（ｎ－ペンタデカン）中の金属アルミニウム粉末の濃度と６℃になる
までの経過時間を表１に示す。
【００８４】
【表１】

【００８５】
表１から明らかなように、疎水性脂肪族化合物が、金属アルミニウム粉末を含む冷却材で
は、冷却材が６℃になるまでに要する時間が含有しない場合に比べて短時間であった。こ
のように、金属アルミニウム粉末などの熱伝導率を向上可能な添加物を疎水性脂肪族化合
物に添加することにより、冷却材を再利用するのに必要な冷却時間を格段に短縮できる。
【００８６】
実施例７
ｎ－ペンタデカンに代えてオクタデカンを用いる以外は、実施例２と同様に操作を行い、
分散体を調製した。得られた分散体を、厚さ１ｍｍのアルミニウム板で形成された袋（容
器）（縦５０ｃｍ、横５０ｃｍ、高さ２ｃｍ；熱伝導率２５０Ｗ／ｍ℃）に封入し、シー
ト状の冷却材を得た。
【００８７】
実施例８
直径１ｍｍのアルミニウム線で形成されたメッシュ板を厚さ２０μｍのウレタン樹脂フィ
ルムでラミネート加工し、複合フィルム（熱伝導率２３０Ｗ／ｍ℃）を作製した。この複
合フィルムを用いて中空容器（縦５０ｃｍ、横５０ｃｍ、高さ２ｃｍ）を作製し、実施例
７の分散体を封入して、シート状の冷却材を得た。
【００８８】
実施例９
オクタデカン（アルドリッチ社製）４０ｇ、スチレン１０ｇ、重合開始剤（２，２－アゾ
ビス（２，４－ジメチルバレロニトリル））０．８ｇ、及び炭素繊維（大阪ガスケミカル
（株）製）３ｇを撹拌混合し、混合物を調製した。
【００８９】
ポリビニルアルコール０．１重量％水溶液１６０ｇを攪拌（８０００ｒｐｍ）しながら前
記混合物の全量を添加して、乳化し、粒径３～５μｍのエマルジョンを形成した。このエ
マルジョンを、窒素ガス雰囲気中、攪拌条件下、６０℃で５時間保持し、重合した。生成
した分散体では、オクタデカンで構成された蓄熱部と、ポリスチレンで構成された被覆層
とでカプセルが形成されていると考えられる。
【００９０】
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却材を得た。
【００９１】
実施例１０
実施例５で得られた分散体を厚さ１５０μｍのポリウレタン樹脂フィルム（熱伝導率１５
Ｗ／ｍ℃）で形成された中空容器（５０ｃｍ×５０ｃｍ×２ｃｍ）に封入し、シート状の
冷却材を得た。
【００９２】
冷却材の温度を測定するため、実施例７～１０で得られたシート状冷却材の表面にＴ型熱
電対（直径１ｍｍ，長さ１ｍ）をアルミテープで貼着し、冷却材を２５℃の室温に１時間
放置した。その後冷却材を４０℃の恒温槽（アズワン社製，「ＤＯ－４００Ａ」）内に素
早く移動させ、冷却材の表面温度を３０分毎に測定した。各実施例の冷却シートの表面温
度の経時変化を図５に示す。
【００９３】
図５から明らかなように、実施例１０のシート状冷却材では、恒温槽内に移動させて１時
間経過後以降は表面温度が４０℃となり、長時間に亘る冷却効果は得られないものの、３
０分経過後の温度上昇は他の実施例に比べて最も小さかった。熱伝導率の高い材料を用い
た容器に封入した冷却シート（実施例７～９）では、実施例１０に比べて、３０分経過後
の表面温度は高いものの、２．５時間経過後も冷却効果が持続していた。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は本発明の冷却材の一例を示す概略断面図である。
【図２】図２は本発明の冷却材の他の例を示す概略断面図である。
【図３】図３は実施例及び比較例での蓄放熱特性を示すグラフである。
【図４】図４は実施例５及び比較例１での蓄放熱特性を示すグラフである。
【図５】図５は実施例７～１０での蓄放熱特性を示すグラフである。
【符号の説明】
１，１１…冷却材
２，１２…分散体
３，１３…分散粒子
４，１４…水性媒体
５，１５…可撓性袋体
１６…熱伝導性添加剤
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【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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